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新型コロナウイルス感染症等の影響を受ける 

中小事業者の資金繰り支援について 

 

令和２年４月に国は「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」において、自治

体の制度融資を活用し、民間金融機関でも実質無利子・無担保の融資を受けること

ができる制度の創設を決定した。これを受けて、都道府県等が「新型コロナウイル

ス感染症対応資金」を創設した。 

この資金は、令和２年５月から令和３年５月までの融資実行分に対応し、当初３

年間の利子補給や全期間の信用保証料補助を実施しているほか、元金の据置期間を

最大５年間とするなど、中小事業者の資金繰りを支えている。 

しかしながら、現状において、コロナ禍が長期化するとともに、円安やウクライ

ナ情勢の影響による原材料・原油価格の高騰等により、幅広い事業者がより厳しい

状況に立たされている。 

また、令和５年度には当該資金に係る利子補給の終了と元金返済の負担が重なる

多くの事業者の資金繰りが急速に悪化する恐れがある。 

ついては、中小事業者の事業継続を強力に支援するため、次の事項について、特

段の措置を講じられるよう提言する。 

 

１ 事業者が既存の「新型コロナウイルス感染症対応資金」を条件変更する際に発

生する追加の信用保証料について、国において補助すること。 

 

２ 15年を超える超長期での借入が可能な、低利での全国統一の融資制度を国にお

いて創設するとともに、「新型コロナウイルス感染症対応資金」との借換を可とし、

借換時に係る信用保証料を免除するよう、制度を構築すること。 

 

３ 地域の実情や事業者の資金ニーズに応じた自治体独自の資金繰り支援対策によ

り生じる負担に対する支援を実施すること。 
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